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I　はじめに
これまでに笹川スポーツ財団（2014）1）の調査か
ら，障害者におけるレクリエーション・スポーツ
（レク・スポーツ）は週 3日以上が 8.9％，週 1～
2日以上が 9.7％と低い実施率であることが報告
されている。また，Lakowskiら（2011）2）の報告
では，身体に何らかの障害を有している場合では，
健常者の中でも“座りすぎ”や不活動状態とされる
人の 3倍以上も“座りすぎ”や不活動の状態である

ことも示されている。そのため，障害者の不活動
の状態は，極めて深刻であるとされている。障害
児を対象としたスポーツ推進の取組みには，近年
のオリンピック・パラリンピックの開催国であっ
たオーストラリアやイギリスでは，障害児向けの
Paralympic Education Programやガイドラインな
どの発行をし，スポーツ・健康教育の推進・普及
を行っている 3）。しかし，日本においては，こう
した障害児のための運動・スポーツの実施におけ
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る環境が整備されていない現状がある。障害児を
対象とした運動・スポーツに関する先行研究にお
いても，幼少・学童期からの身体活動の向上や運
動・スポーツの推進を図ることで，健常児と同様
に身体の発達に良い効果をもたらす 4, 5）とされる
他，二次障害や生活習慣病の予防 6～9）にも効果
を示すと考えられている。加えて，スポーツ活動
の参加は，活動の参加がない・低い障害者と比較
し，精神的にも良好であり，自尊心や自立度も高
いとも報告がされている 9, 10）。そのため，幼少
期からのレク・スポーツへの参加は，障害児にお
いても，心身の発達過程に大きな影響を与えると
いえる。
特に，幼少・学童期のレク・スポーツの実施に
おいては，障害の有無によらず保護者の意識や関
わりは大きく 11），レク・スポーツの実施の促進
を図るためには，保護者に対する意識や認識の把
握も必要不可欠である。しかしながら，我が国に
おける障害児のレク・スポーツに関する保護者の
意識や認識について，これまでに大規模な調査は
行われていない。そのため，障害児・生徒におけ
るレク・スポーツの実態は充分に掴めていない現
状がある。この様に，レク・スポーツの実態を明
らかにすることで，ニーズや必要なサポートを理
解し，障害児におけるレク・スポーツの実施に対
する意識向上や実施の働きかけを図っていく必要
があると考えられる。
そこで，本研究では，障害を有する児童や生徒
のレク・スポーツの実態および保護者の認識につ
いて明らかにすることで，レク・スポーツの実施
における現状の課題や推進策について検討をする
ことを目的とした。

II　方法
調査手続き
本研究は早稲田大学人を対象とする倫理審査委
員会の承認を得て行った（承認番号：2015-206）。
調査は，本研究に協力の得られた公立の特別支援
学校 5校（肢体不自由，聴覚障害，視覚障害，知
的障害）を介し，特別支援学校に通学する幼児・
児童・生徒の保護者 860名に調査票の配布を行っ
た。調査票の配布時には，倫理的配慮を記載した

研究説明文書，返送用封筒を同封した。本研究に
同意の得られる場合には，調査票配布から 3週間
を期限とし，研究者宛に調査票を返送する方法に
て調査票を回収した。調査期間は 2015年 12月～
2016年 2月であった。調査は，自記式質問紙調
査とした。
調査内容
回答者および幼児・児童・生徒の属性
回答者は，性別，年齢，幼児・児童・生徒との
関係性について自由記述にて回答をしてもらっ
た。幼児・児童・生徒の属性については，性別，
年齢，学年，障害手帳の等級，発症・診断のつい
た年齢を自由記述とした。また，障害の特性は 7
項目から，該当する障害の種別に応じて複数の選
択とし，医療的ケアの有無は 2件法（1.あり，2.な
し）とした。
実施しているレク・スポーツに関する項目
本研究では，学校の授業や行事以外のすべての
時間（課外）の活動（学校の部活動は含む）について
のレク・スポーツに関して調査を行った。その際
に，レクリエーション・スポーツは，「レクリエー
ション」もしくは「スポーツ」を行うことと定義し，
回答をしてもらった。
過去 1年間のレク・スポーツの実施について 2
件法（1.ある，2.ない）とした。この内，「ある」の
回答者には，レク・スポーツの実施に関する項目
について回答を得た。実施しているレク・スポー
ツの項目について，笹川スポーツ財団（2014）1）の
アンケート調査項目を参考にして作成をした。レ
ク・スポーツを実施する目的は 9項目の内 1つを
選択，平均的な実施頻度を 6件法（1.週 3日以上，
2.週 1～ 2日，3.月 1～ 3日，4. 3ヶ月 1～ 2日，
5.年 1～ 3日，6.不明）とした。一緒に活動を行
う主な人の属性を 7件法（1.家族，2.友人，3.福
祉・医療施設・学校の仲間，4.スポーツクラブや
サークルなどの仲間，5.福祉・医療施設の職員，
6.学校の教職員ボランティア・介助者，7. その
他），健常者との実施頻度について 4件法（ 1.年
12回以上，2.年 6回以上 12回未満，3.年 6回未
満，4.全くない），実施の満足度を 4件法（1.満足
である 2.ほぼ満足，3.あまり満足ではない，4.満
足ではない） にて回答をしてもらった。
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レク・スポーツの実施にあたっての促進因子・
阻害因子に関する項目

過去 1年間のレク・スポーツ実施の有無によら
ない「すべて」の回答者を対象に，レク・スポーツ
の負担となっている事項について，16項目から
抽出してもらった。レク・スポーツの参加促進の
支援について，学校，医療機関，自治体から受け
た情報提供やサポートの内容を，6項目（「施設の
活用促進」，「イベントや教室の情報提供」，「福祉
サービスの利用促進」，「スポーツの観戦の促進」，
「複数のサービスの提供」，「その他」，「受けたこ
とはない」）から施設ごとに該当するものについ
て，選択をしてもらった。

2020年のオリンピック・パラリンピックに対
する意識変化・行動変化

2020年のオリンピック・パラリンピックに対
する意識変化・行動変化について，意識変化につ
いては 4件法（1.興味をもった，2.少し興味をもっ
た，3.あまり興味をもってない，4.全く興味をもっ
てない）とした。行動変化の有無について 2件法
（1.はい，2.いいえ）にて回答を得た後，「はい」の
回答者には，実際の行動内容について，「イベン
トの参加」，「クラブ・サークルに加入」，「観戦を
した」，「情報を取得した」，「その他」から該当す
るものについて選択をしてもらった。
平日・休日の自宅滞在時間と地域のスポーツ特
化型活動の利用

平日・休日の自宅での活動状況を把握するため
に，平日と休日の 1日あたりの平均自宅滞在時間
を自由記述にて回答をしてもらった。また，地域
における活動において，今後レク・スポーツに特
化した活動（スポーツ特化型活動）の利用の希望に
ついて，4件法（1．ぜひ利用したい，2.利用したい，
3.あまり利用したくない，4.利用したくない）に
て回答をしてもらった。
分析方法
回答者および幼児・児童・生徒の属性，実施し
ているレク・スポーツに関する項目，レク・ス
ポーツの実施にあたっての促進因子・阻害因子に
関する項目，2020年のオリンピック・パラリン
ピックに対する意識変化・行動変化，平日・休日
の自宅滞在時間と地域のスポーツ特化型活動の利

用に関する各調査項目について，記述統計分析を
行った。統計ソフトは，SPSS Ver 22.0 for Win-
dowsを用いて行った。

III　結果
対象者
調査票は 860名に配布し，208名から調査票を

回収した（回収率：24.1％）。その中から，個人的
属性のデータに複数の記入漏れや，調査票の記載
が最後まで完了をしていない 5名を除外し，203
名分をデータの分析対象とした。調査研究におけ
る欠損値処理の方法は幾つかあるが，欠損がラン
ダムである場合には，バイアスも生じにくいとさ
れる。そのため，本研究では，個々の回答項目に
記入漏れがあった場合においては，記入漏れが 1
つやランダムであることの確認をした上で，分析
対象とした。記入漏れがあった回答項目は，無回
答として欠損値処理をした。
回答者の属性
回答者の属性（表 1）は，「女性」が最も多く

（93.1％），平均年齢は，45.1± 5.2歳であった。
また，幼児・児童・生徒は，「男子」（49.3％），「女
子」（50.7％）と均等を示した。教育課程は，「幼
稚部・小学部」が最も多く（43.9％），順に，「高等
部」（29.6％），「中学部」（24.6％）の分布となり，
平均年齢は，12.53± 3.9歳であった（表 1）。障
害特性としては，「知的障害」（58.1％），「肢体不
自由」（日常的に車いすを使用）（51.2％），「発達
障害」（20.2％）を有していた（表 1）。2つ以上の「重
複障害」を有する幼児・児童・生徒が 51.7％であ
り，身体障害手帳において重度とされる「1級」「2
級」の手帳保持者が 64.0％，療育手帳において「A」
保持者は 39.3％を示した。発症や診断を受けた
年齢は「1歳未満」が 70.1％であった。
実施しているレク・スポーツに関する項目
過去 1年間のレク・スポーツの実施の有無につ
いて「ある」45.3％，「ない」54.7％と「ない」が「ある」
を上回っていた（表 2）。平均的な活動頻度は，月
1～ 3日，週 1～ 2日がいずれも 31.1％であり最
も多かった。実施している主な活動者は家族
（35.7％），学校関係者（23.8％）であった。また，
レク・スポーツを通して健常者と共に参加する機



J Jpn Health Sci　Vol.19　No.3　2016 123

会については，全くない（55.6％）が最も多く，次
いで年 12回以上，年 6回未満（18.9％）が同率で
あった。実施している活動については，「満足し
ている」（33.3％），「ほぼ満足している」（38.9％）。
実施しているレク・スポーツの目的として，「楽
しみのため」（41.3％），「健康の維持・増進」
（23.9％）となった（図 1）。
レク・スポーツの実施にあたっての促進因子・
阻害因子に関する項目

実施にあたり負担となる因子については，「障
害に適したものがない」（22.2％），「家族の負担
が大きい」（15.7％）であった（図 2）。レク・スポー
ツの参加促進の支援について，学校，医療機関，
自治体からの情報提供や支援を受けたことがない
と示した割合は，「学校」（30.8％），「医療機関」
（95.4％），「自治体」（66.5％）となった。イベント
や教室の情報提供を行っている施設は，「学校」が

表 1　回答者とその幼児・児童・生徒の属性
人（n＝ 203） ％

回答者性別
男 14 6.9

女 189 93.1

回答者年齢
30代 27 14.2

40代 125 65.8

50代以上 51 26.4

児童・生徒の性別
男 100 49.3

女 103 50.7

児童・生徒の所属（n＝ 199）
幼稚部・小学部 89 43.9

中学部 50 24.6

高等部 60 29.6

障害特性
肢体不自由（要車いす） 104 51.2

肢体不自由（車いす無し） 17 8.4

視覚障害 31 15.3

聴覚障害 34 16.7

音声，言語，咀嚼機能障害 25 12.3

内部障害 6 3.0

知的障害 118 58.1

発達障害 41 20.2

精神障害 5 2.5

その他の障害 4 2.0

重複障害数
なし 98 48.3

2つ 58 28.6

3つ 28 13.8

4つ以上 19 9.4

医療的ケアの必要性
あり 55 27.1

なし 148 72.9

身体障害手帳（等級）
あり 147 72.4

1 93 45.8

2 37 18.2

3 9 4.4

4 2 1.0

5 2 1.0

6 4 2.0

療育手帳（等級）
あり 108 53.2

A 80 39.3

B 22 10.8

C 6 3.0

発症・診断年齢
1歳未満 141 70.1

1歳以上─2歳未満 21 10.4

2歳以上─3歳未満 26 12.9

3歳以上 13 6.5

表 2　レク・スポーツ実施に関する項目
人 ％

過去 1年間のレク・スポの実施（n＝ 203）
はい 92 45.3

いいえ 111 54.7

全てのレク・スポ実施頻度（n＝ 90）
週 3日以上 13 14.4

週 1─2日 28 31.1

月 1─3日 28 31.1

3ヶ月 1─2日 7 7.8

年 1─3日 11 12.2

不明 3 3.3

主に一緒に実施する人（n＝ 84）
家族 30 35.7

友人 2 2.4

施設・学校の仲間 13 15.5

スポーツクラブなどの仲間 12 14.3

福祉・医療施設の職員 4 4.8

教職員・ボランティア 20 23.8

その他 3 3.6

健常者との実施頻度 /年（n＝ 90）
年 12回以上 17 18.9

年 6回以上 12回未満 6 6.7

年 6回未満 17 18.9

全くない 50 55.6

実施の満足度（n＝ 90）
満足している 30 33.3

ほぼ満足している 35 38.9

あまり満足ではない 24 26.7

満足ではない 1 1.1
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45.3％と最も高かった（図 3）。
2020年のオリンピック・パラリンピックに対
する意識・行動変化

2020年のオリンピック・パラリンピックに対
する意識・行動変化について，意識変化について
は，「あまり興味をもっていない」（31.0％），「全
く興味をもっていない」（44.5％）となり，興味が
ない層は 75.5％であった。また，行動変化にお
いても，93.6％が変化を認めていない結果となっ
た（表 3）。
平日・休日の自宅滞在時間と地域のスポーツ特
化型活動の利用

平均自宅滞在時間は平日 13.2± 2.4時間（中央

値 14.0時間），休日 21.3± 3.9時間（中央値 24.0
時間）であった（表 4）。また，スポーツ特化型活
動の利用希望について，「ぜひ利用したい」
（30.7％），「利用したい」（47.1％）であり，利用を
希望している割合は 77.8％を示した。

IV　考察
本研究では，特別支援学校に通学する幼児・児
童・生徒のレク・スポーツの実態を調査した。そ
の結果，過去 1年間のレク・スポーツの実施が「な
い」と回答したものが，「ある」と回答されたもの
を上回り，一緒にレク・スポーツの活動をしてい
るのは，主に「家族」であった。「ない」と回答をし

友人・家族との交流

目標や記録への挑戦

体型維持・改善

健常者と交流

健康の維持・増進

気分転換・ストレス解消

楽しみのため

リハビリテーションの一環

その他

5.4

5.4

4.3

2.2

23.9

9.8

41.3

［％］

6.5

1.1

図 1　レク・スポーツを実施する目的

特になし
仲間がいない
体力がない

体験する機会がない
情報がない

障害に適したものがない
時間がない
施設がない

指導者がいない
交通手段・移動手段がない

金銭的に負担
介助者がいない

家族の負担が大きい
医者に止められている

やりたいと思うものがない
その他

2.5
3.5

5.6
5.1

6.6
22.2

3.5
7.1

4.0
7.1

1.0
3.0

15.7
0.5

4.0
8.6 ［％］

図 2　レク・スポーツの実施に負担と感じる項目
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た本研究の対象幼児・児童・生徒のレク・スポー
ツの非実施率は 54.7％であったが，笹川スポー
ツ財団（2013年）12）の調査結果による 10歳～ 19
歳までの青少年の運動・スポーツの非実施の割合
は 13.0％と報告されている。また，実施頻度に
おいても，本研究では週 3日以上実施している割
合は 14.4％であったのに対し，笹川スポーツ財
団の青少年を対象とした調査では 65.4％を示し，
本研究の対象の幼児・児童・生徒の実施頻度は低

いことが明らかとなった。これは，本研究の対象
の幼児・児童・生徒の属性面からみても，身体手
帳の等級が重度を示す 1級・2級の割合が
64.0％，療育手帳の A級が 39.3％と，全体の割
合からみても重度を示す割合が高く，2つ以上の
重複障害を有する幼児・児童・生徒も約半数の
51.8％であった。特に，重度の障害児・者にとっ
ては，一般のスポーツへの競技参加やルールの適
応が困難であることが多いことが報告されてい
る 13, 14）。本研究においても，健常者とのレク・
スポーツの交流は 55.6％が「全くない」という回
答であり，一般のスポーツへの関わりや参加も難
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図 3　学校，医療機関，自治体からのレク・スポーツの促進に向けた支援

表 3　 オリンピック・パラリンピック意識変化および
行動変化

人 ％
オリ・パラに対する興味度（n＝ 200）
興味をもった 14 7.0

少し興味をもった 35 17.5

あまり興味をもっていない 62 31.0

全く興味をもっていない 89 44.5

オリ・パラ招致後の行動変化（n＝ 203）
ない 190 93.6

ある 13 6.4

情報を得るようになった 3 1.5

意欲があがった 2 1.0

イベント参加 2 1.0

観戦をした 1 0.5

上記複数項目の行動変化 5 2.5

表 4　 平日・休日の自宅滞在時間と地域のスポーツ特
化型活動の利用希望

平均値 中央値 標準偏差
平日・休日の自宅滞在時間（時間 /日）
平日自宅滞在時間（n＝ 185） 13.2 14.0 2.4

休日自宅滞在時間（n＝ 187） 21.3 24.0 3.9

人 ％
地域でのスポーツ特化型活動の利用（n＝ 189）
ぜひ利用したい 58 30.7

利用したい 89 47.1

あま利用したくない 32 16.9

利用したくない 10  5.3
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しいことが示唆される。このことからも，実施に
おける阻害因子として，「障害に適したものがな
い」ことや，「家族の負担が大きい」が挙げられた
と考えられる。
また，日常生活における活動状況では，平日の
学校以外の時間が 14.0時間であり，休日の自宅
の滞在時間の中央値は 24.0時間となっている。
このことから，スポーツ以外においても，地域で
の活動の機会がないということが考えられる。先
天性の障害を有する幼児・児童・生徒において
は，就学に合わせて医療機関でのリハビリテー
ションや療育が終了してしまうケースも多く 15），
障害を有する幼児・児童・生徒においては，体を
動かせる場が，生活基盤となる学校であるといえ
る。しかし，学校は教育が主となるため，体育や
自立活動の時間において，様々な障害を抱える幼
児・児童・生徒が複数いる中で，1人の幼児・児
童・生徒の障害特性に合わせた形で，関われる時
間はごくわずかである。さらに，障害特性に合わ
せた個別支援プログラムの策定の難しさやや専門
家の配置など，不十分な環境である場合が多いこ
とが指摘されている 16）。そのため，重度や重複
の障害をもつ子供達でも放課後や休日を活用して
利用できるような，地域での受け皿は必要である
と考えられる。特に，本研究の対象幼児・児童・
生徒のレク・スポーツ実施にあたっての阻害因子
として，本研究では「障害に適したものがない」や
「家族の負担が大きい」の項目の割合が多かったも
のの，それ以外の施設面や移動手段・送迎面，情
報面など個々に異なった課題を抱えている。一方
で，レク・スポーツの実施にあたり，医療機関や
自治体からの情報提供やサポートを受けたことが
ない割合は高く，医療機関において情報提供を受
けた事がない割合は 95.4％と高値を示した。障
害を有する幼児・児童・生徒が地域での活動を行
うには，生活を基盤とする学校以外にも，医療機
関，自治体における公的機関の連携の必要性も増
しているといえる。

2020年の東京パラリンピックの招致が決定し
国民が期待されていることに，競技力の向上面だ
けではなく，障害者の地位向上，障害理解の促進
や環境整備が挙げられている 1）。しかし，本研究

の結果における対象者のオリンピック・パラリン
ピックの興味度は低く，招致が決定して以降，自
分が行う「する」といった面ではなく，観戦をする
といった「みる」などの行動の変化もみられていな
い。この結果は，障害のない成人対象者に行った
先行研究 17）の結果よりも，パラリンピックに対
して「興味がない」という回答の割合が上回ってい
る。このことは，先行研究においても同様の見解
が示されている。Tynedalら（2013）18）はパラリン
ピックはより活動性の高い障害者の活動がさらに
高まる事や，社会参加の機会が増すだけで，パラ
リンピックが様々な機能レベルをもつ障害者のス
ポーツの参加や興味の向上につながらないと結論
づけている。日本におけるオリンピック・パラリ
ンピックを迎える現段階の状況において，本研究
は，これを支持する形になったといえる。パラリ
ンピックについては，健常者の興味度の低さも問
題には掲げられているが 17, 19），障害者を取り囲
む層の興味度も低いことが示唆される。今後，パ
ラリンピックレベルと一般の地域レベルとの解離
が生まないような取組みは必要であると考えられ
る。このように様々な機能レベルや疾患・障害を
もつ層の運動やレク・スポーツの実施が促進され
ていくためには，地域で安心して活動できる場や，
それぞれの特性や好みに合った楽しめる活動が選
択できるようなプログラムの展開やシステムの構
築など環境作りが重要となると考えられる。
本研究における回収率といった面においては，

これまでに，日本における障害を有する幼児・児
童・生徒の保護者を対象とした運動，レク・ス
ポーツに関わる大規模な調査が行われていない。
そのため，回収率についての比較は出来ないが，
永浜ら（2015）20）が運動プログラムを提供してい
る 1箇所の団体に対し，保護者向けの運動能力に
関しての郵送調査を行っている。その結果，回収
率は 25.7％を示しており，本研究と近い値を示
している。障害を有する幼児・児童・生徒向けの
スポーツに関わる保護者向けの調査としては，基
準となる回収率とも示唆される。本論文では，障
害を有する幼児・児童・生徒のレク・スポーツの
状況の全体的な実態把握のための記述統計分析と
したが，さらに本研究のデータを生かして，障害
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特性，年齢・学年ごとの推移など，あらゆる側面
から障害を有する幼児・児童・生徒における運
動，レク・スポーツ実施の推移や促進・阻害因子
について分析を行う必要がある。

V　まとめ
本研究の結果から，障害を有する幼児・児童・
生徒のレクリエーション・スポーツの実施率は著
しく低いことが示された。その背景には，実施に
あたっての家族の負担や障害の特性に応じたレク
リエーション・スポーツがないといった面が，阻
害になる因子としてあげられた。また，公的機関
などによる情報環境やサポート体制も充分でない
ことも明らかとなった。そのためには，情報提供
システムの構築や個々の機能特性に応じた形で参
加が可能であり，より良いサポートが受けられる
ような地域でのレクリエーション・スポーツのプ
ログラムの提供が必要であると考えられる。今後，
学校，医療機関，自治体といった地域に合わせた
公的機関の連携，幼児・児童・生徒や家族のニー
ズなどが反映された形での展開が望まれる。こう
した取り組みが，障害を有する幼児・児童・生徒
のみならず障害者に関わるスポーツ全般の発展に
寄与していくことが期待できる。

謝辞：本研究にご協力を頂きました特別支援学校
教職員，調査にご協力を頂きましたみなさまに感
謝を申し上げます。本研究は 2015年度笹川スポー
ツ財団笹川スポーツ研究助成費「障害児における
健康教育を取り入れた運動・スポーツ推進のため
の基礎研究」に関する研究成果の一部として報告
をした。

注記：本論文においては，障がい者スポーツにつ
いては体育・スポーツ分野で用いられている「障
がい者スポーツ」を用い，一般的な障害，障害者
という用語を用いる場合については公的に用いら
れている「障害」，「障害者」という用語を使用した。
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Abstract : This research aims the actual situation of the enforcement of recreation and/or 

sports and the prehension of guardians’ recognitions of recreation and/or sports; the 

promotion of recreation and sports, at a target of the guardians of children or pupils who go 

to school for special needs, the visually impaired and hearing impaired.

As a research method, we distributed questionnaires to the guardians of children or pupils 

via five public school for special needs which were in cooperation with this research. 

Research contents are related to the items of: the attributes of respondents, children, and 

pupils; the contents of recreation and/or sports; the promotion and inhibition factors in 

enforcement; and the consciousness and action changes for the forthcoming 2020 Olympics 

and Paralympics. Analysis was conducted based on the descriptive statistics.

In this research, target subjects for data analysis were 203 par ticipants including 

physically-（51.2%） and intellectually-（58.1%） disabled persons. As a result, with regard to the 

enforcement for the past one year, there were “yes”（45.3%） and “no”（54.7%）. As for the 

burdens, “no suitable items for disabled persons”（22.2%） and “big burdens on family 

members”（15.7%） were reported. Some answers showed that they never received any 

supportive information about recreation and/or sports from schools（30.8%）, hospitals

（95.4%）, and local governments（66.5%）.
The result of this research shows that the enforcement rate of recreation and/or sports is 

low with respect to children or pupils who have impairments. This trend indicates a 

background of the lack of information environment about recreation and/or sports in 

accordance with the burden of family members or the property of impairments. The 

enforcement from an early stage, however, will have a good influence on the mental and 

physical development of disabled children. Therefore, an information providing system 

should be established in collaboration with schools, hospitals, and local governments.

Key Words : Disabled child, Disabled sports, Recreation, Paralympic, Special support school
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